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３．条例の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報共有の原則 

参加の原則 

協働の原則 

多様性尊重の原則 

区の特性、条例制定の背景、自治のあり方、制定の宣言 
前 文 

第２章：区民等 
区民の権利（第 7条）・区民の責務（第 8条） 
事業者等の役割（第 9条） 

目的（第 1条）・定義（第 2条） 
基本理念（第 3条）・基本原則（第 4条） 
最高規範性（第 5条）・自治推進委員会の設置（第 6条）
 

第１章：総 則 

第３章：コミュニティ コミュニティの意義（第 10条）・活動の原則（第 11条）
区の役割（第 12条）・まちづくりの提案（第 13条） 

第４章：区政への参加､協働 
第 1節：情報の共有等 
 情報を知る権利（第 14条）・情報の公開･提供（第 15条）・説明責任（第 16条） 
 応答責任（第 17条）・審議会等の公開（第 18条）・個人情報の保護（第 19条） 
第 2節 
 区政への参加（第 20条）・参加の保障（第 21条）・審議会等の委員公募（第 22条） 
パブリックコメント（第 23条）・住民投票（第 24条） 
第 3節：協働 
 協働の推進（第 25条）・協働事業（第 26条）・地域における協議会（第 27条） 

第５章：区議会 区議会の設置（第 28 条）・区民の信託と区議会の権限（第 29 条）
区議会の役割（第 30条）・議会運営（第 31条） 
議員の責務（第 32条､33条） 

第７章：区政運営 
第 1節：行政運営 
 基本構想・計画行政（第 40条）・行政手続（第 41条）・行政評価（第 42条） 
 財政･財務（第 43条）・危機管理（第 44条） 
第 2節 
 国･都との関係（第 45条）・他自治体等との連携（第 46条）・国際連携（第 47条） 

第６章：区 長 区長の設置（第 34条）・区民の信託と区長の権限（第 35条） 
区長の役割（第 36条）・職員･組織管理（第 37条） 
職員の責務（第 38条）・公益通報（第 39条） 

自主的・自立的な区政運営の確立 

住民自治を起点とする協働のまちづくり 
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４．条例文（全文） 

 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条－第６条） 
第２章 区民等（第７条－第９条） 
第３章 コミュニティ（第 10条－第 13条） 
第４章 区政への参加、協働 
第１節 情報の共有等（第 14条－第 19条） 
第２節 区民参加（第 20条－第 24条） 
第３節 協働（第 25条－第 27条） 
第５章 区議会 
第１節 区議会の意義及び役割（第 28条－第 31条） 
第２節 議員の責務（第 32条・第 33条） 
第６章 区長 
第１節 区長の意義及び役割（第 34条－第 37条） 
第２節 区の職員（第 38条・第 39条） 
第７章 区政運営 
第１節 行政運営（第 40条－第 44条） 
第２節 他機関等との連携（第 45条－第 47条） 

附則 
 
私たちの豊島区は、副都心池袋を中心とするにぎわいのあるまち、歴史や個性ある商店街

とそれを取り巻く住宅街、大学などの教育文化施設が混在し、これまで様々な表情を持つ都

市として、多様な人々や文化を受け容れながら発展してきました。 
私たちを取り巻く社会が変化する中で、自治のあり方も変わりつつあります。文化、環境、

福祉、教育、防犯・防災など、様々なまちづくりの課題に自主的に取り組む活動が広がり、

地域の中で多様な区民が新たな役割を担い始めています。 
今、この豊島区で共に暮らし、働き、学ぶ私たち区民は、自らが自治の主体であることを

改めて確認します。 
身近な地域の課題について、まずその地域に住む人々が主体的に取り組むことを起点とし、

さらに地域社会に関わる多様な人々に協働の環を広げ、一人ひとりの個性と権利を尊重しな

がら、連携していく過程を大切にします。 
また、私たちは、区議会及び区長に区政を信託するとともに、自らも積極的に区政に参加・

協働することを通じ、真に区民の意思に基づく自治の実現を図ります。 
そして私たちは、地域からの視点とともに、より広い視野で社会をみつめ、まちを訪れる

人々とともに、豊島区をさらに豊かなものとして、未来に引き継いでいくことをめざします。 
ここに私たち区民は、日本国憲法が掲げる地方自治の本旨を踏まえ、区議会及び区長と自

治の基本理念を共有し、豊島区の自治の最高規範としてこの条例を制定します。 
 
第１章 総則 

 
（目的） 
第１条 この条例は、豊島区の自治の基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、区民、
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区議会及び区長についてのそれぞれの役割並びに区政運営に関する基本的な事項を定めるこ

とにより、自治の実現を図ることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 
（１） 住民 豊島区の区域内（以下「区内」という。）に住む人をいう。 
（２） 区民 前号に掲げるもの又は区内で働く人若しくは学ぶ人をいう。 
（３） 事業者等 区内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。 
（４） 区長等 区長、教育委員会、選挙管理委員会及び監査委員をいう。 
（５） 区 区議会及び区長等をいう。 

 
（基本理念） 
第３条 区民及び区は、次に掲げることを自治の基本理念とする。 
（１） 身近な地域の課題について、住民自らが主体的に取り組むことを自治の起点とし、

多様な区民及び事業者等が協働してまちづくりを行うこと。 
（２） 区は、区民、事業者等及び関係機関と連携し、自らの判断と責任の下に、自主的か

つ自立した区政運営の確立を図ること。 
 
（基本原則） 
第４条 区民及び区は、前条の基本理念を実現するため、次に掲げる原則を自治の基本原則と

し、それぞれ次に定めることを内容とするものとする。 
（１） 情報共有の原則 区民及び区が、相互に情報を提供し、共有すること。 
（２） 参加の原則 区民の参加は、責任ある主体的な意思に基づくものであること。 
（３） 協働の原則 地域社会にかかわる多様な主体が、それぞれの役割分担及び対等な協

力関係に基づき、共通の目的を実現するために連携し、ともに活動すること。 
（４） 多様性尊重の原則 年齢、性別、国籍、心身の状況、社会的・経済的状況等の違い

に配慮するとともに、多様な区民の個性を尊重すること。 
 
（最高規範性） 
第５条 この条例は、豊島区の自治の最高規範であり、区民及び区は、この条例に定める事項

を最大限に尊重しなければならない。 
２ 区は、この条例の理念に照らして、法令等を解釈又は運用し、他の条例等を制定又は改廃

するとともに、この条例の理念を具体化するための条例等の体系化に積極的に取り組まなけ

ればならない。 
３ 区は、社会、経済等の環境の変化並びに区民及び区による自治実現の取組状況等に照らし

て、この条例の内容を検証し、区民の意見を反映した見直しを行うものとする。 
 
（自治推進委員会の設置） 
第６条 自治の円滑な推進を図るために、区長の附属機関として自治推進委員会を設置する。 
２ 自治推進委員会は、この条例の運用及び見直し、この条例の理念を発展させるための諸制

度及び組織機構のあり方その他の自治の推進に関する重要事項について、区長の諮問に応じ

て審議を行い答申するとともに、自ら区長に対して提言することができる。 
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３ 区長は、前項の答申及び提言を尊重し、豊島区の自治を推進する施策に反映させなければ

ならない。 
４ 前３項に定めるほか、自治推進委員会に関する必要な事項は、別に条例で定める。 
 
第２章 区民等 

 
（区民の権利） 
第７条 区民は、自治の主体として、次に掲げる権利を有する。 
（１） 地域のまちづくりを主体的に行う権利 
（２） 区政に参加する権利 
（３） 前 2号の権利を行使するために必要な情報を知る権利 
（４） 行政サービスを受ける権利 
２ 区民は、まちづくり及び区政への参加又は不参加によって、いかなる差別も受けない。 
 
（区民の責務） 
第８条 区民は、権利には責任及び義務が伴うことを自覚し、前条第１項各号の権利を行使す

るに当たっては、次に掲げることに努めなければならない。 
（１） 地域のまちづくりにおいて、区民相互の自発的意思を尊重し合い、連携すること。 
（２） 区政に参加するうえで、自己の発言及び行動に責任を持つこと。 
（３） 区民相互のコミュニケーションを大切にし、まちづくりに必要な情報を共有するこ

と。 
（４） 子どもが安全かつ健全に成長できるよう配慮するとともに、豊かな地域社会を将来

に引き継いでいくこと。 
（５） 行政サービスに係る負担を分任すること。 

 
（事業者等の役割） 
第９条 事業者等は、地域社会にかかわる多様な主体の一員として、区民と協働し、まちづく

りに参加することができる。 
２ 事業者等は、地域環境に配慮するとともに、地域社会と協調し、その発展に寄与するよう

努めなければならない。 
 
第３章 コミュニティ 

 
（コミュニティの意義） 
第 10条 コミュニティとは、地域における多様な人と人とのつながりをいう。 
２ 地域における活動及びそれを担う組織・集団はコミュニティを基盤として形成される。 
 
（コミュニティを基盤とする活動の原則） 
第 11条 コミュニティを基盤とする活動の原則は、次に掲げることを内容とする。 
（１） 区民の自発的な意思に基づく参加及び区民相互の立場を尊重した連携を基本とする

こと。 
（２） 区民一人ひとりの生活を豊かにすることを目的とすること。 
（３） 子どもからおとなまで、世代を越えた交流及び学び合いを大切にすること。 

 

4

02540592
テキストボックス



 

16 

（区の役割） 
第 12条 区は、コミュニティを基盤として活動する区民の主体性を尊重しなければならない。 
２ 区長等は、コミュニティを基盤とする活動に対して必要な支援を行うとともに、この条例

の理念にのっとり、多様な活動が連携していくための施策を推進しなければならない。 
 
（まちづくりに関する提案等） 
第 13条 区民は、地域の共通課題について共に考え、合意形成を図るための自主的な協議に自
発的な意思に基づき参加することができる。 
２ 区民は、前項の協議を通じ、まちづくりに関する区民の考えを区長に提案することができ

る。 
３ 区長は、前項の提案を受けた場合は、その趣旨を尊重し、区政に反映させるよう努めなけ

ればならない。 
 

第４章 区政への参加、協働 
 
第１節 情報の共有等 

 
（区政情報を知る権利） 
第 14条 区民は、区政への参加に必要な情報の公開を区に請求し、区から説明を受けることが
できる。 

 
（区政情報の公開及び提供） 
第 15条 区は、前条に定める区民の権利を保障し、区民の区政への積極的な参加を推進するた
めに別に条例の定めるところにより、区政情報を区民に公開しなければならない。 
２ 区は、多様な媒体を積極的に活用し、区政情報を区民に分かりやすく提供しなければなら

ない。 
 
（説明責任） 
第 16 条 区長等は、政策の立案、実施及び評価のそれぞれの過程において、その経過、内容、
効果等について、区民に分かりやすく説明しなければならない。 

 
（応答責任） 
第 17条 区長等は、区民から区政に関する要望、意見、苦情等の申立てがあったときは、速や
かに事実関係を調査し、これに答えなければならない。 

 
（審議会等の公開） 
第 18条 区長等が設置する審議会等の会議は、公開する。ただし、法令、条例等の規定により
非公開とされる会議又は議事内容に別に条例で定めるところの非公開情報が含まれ、公開す

ることが適当でないと認められる場合は、この限りでない。 
 
（個人情報の保護） 
第 19条 区は、個人の権利及び利益が侵害されることがないように、別に条例の定めるところ
により、区が保有する個人情報の保護について必要な措置を講じなければならない。 
２ 区は、個人情報の開示等を求める権利を保障する。 
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第２節 区民参加 
 
（区政への区民参加） 
第 20条 区民は、区における課題の把握並びに計画等の策定、実施及び評価の各段階において
区政に参加することができる。 

 
（区民参加の保障） 
第 21条 区長等は、区民が区政に参加できるように多様な参加の機会を保障しなければならな
い。 
２ 区長等は、区の基本的な計画又は重要な政策等を策定する場合に、事案に応じて必要な区

民参加の手続を講じなければならない。 
 
（審議会等の委員の公募） 
第22条 区長等は、法令、条例等により審議会等を設置する場合は、委員の 
一部又は全部を区民から公募しなければならない。ただし、審議会等の議事内容に別に条例

で定めるところの非公開情報が含まれる場合その他委員を区民から公募することが適当でな

いと認められる場合は、この限りでない。 
 
（パブリックコメント） 
第 23条 区長等は、区の基本的な計画又は重要な政策等を決定する場合に、事前に区長等の案
を公表し、区民の意見を聴くとともに、提出された区民の意見に対する区長等の考え方を公

表しなければならない。 
 
（住民投票） 
第 24条 区は、区政に重大な影響を有する事項について、住民投票制度を設けることができる。 
２ 区は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 
３ 住民投票の実施に関して必要な事項は、別に条例で定める。 
 
第３節 協働 

 
（協働の推進） 
第 25条 区長等は、地域社会にかかわる多様な主体が協働の意義及び目的を共有し、共に活動
できるよう支援するとともに、協働を推進するための総合的な施策を整備しなければならな

い。 
 
（協働事業） 
第 26条 区長等は、公益的な目的を共有する活動団体、教育機関その他の事業者等との協働事
業を推進するために、支援その他の必要な施策を講じることに努めるものとする。 
２ 区長等は、協働事業が円滑に遂行されるように、相互の責任及び役割分担等についてあら

かじめ明らかにしなければならない。この場合において、区長等は、協働事業に関する協定

を締結することができる。 
 
（地域における協議会） 
第 27 条 区長は、区民との協働によるまちづくりを推進するために、一定の地域区分を定め、
それぞれの地域に協議会を設置することができる。 
２ 区長は、前項に定める協議会を設置する場合は、多様な区民が参加できるように配慮する
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とともに、その運営については、できるかぎり区民の自主性に委ねるものとする。 
 
第５章 区議会 

 
第１節 区議会の意義及び役割 

 
（区議会の設置） 
第 28条 区民は、法律の定めるところにより、直接選挙で選出された議員で構成される区議会
を置く。 

 
（区民の信託と区議会の権限） 
第 29条 区議会は、区民の信託に基づく議事機関として、区民の意思を区政に反映させるため、
条例の制定又は改廃、予算及び決算の認定等の事件について議決する権限を有する。 

 
（区議会の役割） 
第 30条 区議会は、自立的な意思決定機能の向上を図るとともに、区民自治の発展を支える役
割を果たさなければならない。 
２ 区議会は、区民の意思の把握に努め、これを区政に反映させるため、政策の提案及び立法

を行わなければならない。 
３ 区議会は、区長等が執行する事務・事業に関する検査、調査、意見聴取等の権限を活用し、

適正に事務・事業が執行されているかを監視しなければならない。 
 
（議会運営） 
第 31条 区議会は、区民の意思を代表する議事機関としての役割を果たすため、十分な審議を
尽くすとともに、円滑な議会運営に努めなければならない。 
２ 区議会は、区民との政策情報の共有を図り、議会活動について区民に分かりやすく説明す

るとともに、議会への区民参加を推進し、開かれた議会運営に努めなければならない。 
 
第２節 議員の責務 

 
（行動の指針） 
第 32条 区議会議員は、多様な区民の意見・要望を集約し、総合的な視点に立って区政に反映
させることを行動の指針としなければならない。 

 
（議論の活発化及び能力の向上） 
第 33条 区議会議員は、社会経済情勢、政策情報等に関する認識を深めるため研さんするとと
もに、議員間の議論を活発にし、審議能力及び政策立案能力の向上に努めなければならない。 

 
第６章 区長 

 
第１節 区長の意義及び役割 

 
（区長の設置） 
第 34条 区民は、法律の定めるところにより、直接選挙で選出された区長を置く。 
 
（区民の信託と区長の権限） 
第 35条 区長は、区民の信託を受け、区を統轄し、これを代表する。 
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２ 区長は、区政の執行機関として、区議会への議案の提出、予算の調製、特別区税の賦課徴

収等の事務を管理し、これを執行する権限を有する。 
 
（区長の役割） 
第 36条 区長は、自立した区政の確立を図るとともに、区民自治の発展を支えるために区民自
らが学習するための機会及び場所の提供等の支援に努めなければならない。 
２ 区長は、区民の意思を反映した行政サービスを効率的かつ効果的に提供し、区民福祉の向

上を図らなければならない。 
３ 区長は、毎年度、行政運営の基本方針を定め、これを区民及び区議会に説明するとともに、

その達成状況を報告しなければならない。 
 
（組織及び職員の管理） 
第 37条 区長は、区民に分かりやすく効率的であるとともに、区民の多様な行政需要及び行政
課題の変化に迅速に対応できる行政組織の整備に努め、組織横断的で総合的な視点から行政

運営を行わなければならない。 
２ 区長は、この条例の理念にのっとり、区民と協働したまちづくり及び区民福祉の向上を図

るため、職員の育成及び適切な登用に努めなければならない。 
 
第２節 区の職員 

 
（区の職員の責務） 
第 38条 区の職員は、自らも区民の一員であることを自覚し、区民との協働の視点に立ち、区
民の信頼の獲得及び満足度の向上に努めなければならない。 
２ 区の職員は、自らの職務が区民の信託に由来することを自覚し、誠実かつ公正に、及び創

意をもって能率的に職務を執行するとともに、この条例の理念を職務執行の指針として、自

治の実現に努めなければならない。 
 
（公益通報等） 
第 39条 区の職員は、行政運営に違法若しくは不当の事実がある場合又は当該事実の発生のお
それがあると思料する場合には、これを放置せず、かつ、隠すことなく事態の是正に努める

とともに、行政運営を常に適法かつ公正なものにするよう努めなければならない。 
２ 前項に定める是正行為に係る公益通報の取扱いに関して必要な事項は、別に条例で定める。 

 
第７章 区政運営 

 
第１節 行政運営 

 
（基本構想及び計画行政） 
第 40条 区長は、この条例の理念にのっとり、地域の将来展望を示す基本構想及びこれを具体
化するための基本計画等を策定し、総合的・計画的な行政運営を行わなければならない。 
２ 区長は、社会経済状況を踏まえ、重点的に展開すべき施策等を明らかにするとともに、計

画から予算、執行及び決算を経て評価に至る行政運営の仕組みを構築しなければならない。 
３ 区長は、政策の立案に当たって地域の課題等を区民と共有するとともに、区民との協働に

よる政策の立案及び実施に努めなければならない。 
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（行政手続） 
第 41条 区長等は、行政手続に関して共通する事項を別に条例で定め、行政運営の公正の確保
及び透明性の向上を図り、区民の権利・利益の保護に努めなければならない。 

 
（行政評価） 
第 42条 区長等は、基本計画等に基づく政策等の成果及び達成度を明らかにし、効率的かつ効
果的な行政運営を行うため、行政評価を実施し、その結果を公表するものとする。 

 
（財政・財務） 
第 43条 区長は、財政の健全化及び自立的な財政基盤の確立に努め、区民負担の適正化を図ら
なければならない。 
２ 区長は、予算及び決算結果について、区民に分かりやすく説明するとともに、区の財政状

況及び財務諸表を公表し、区長の財政方針を明らかにしなければならない。 
３ 区長は、区が保有する財産を適正に管理し、その効率的な活用を図らなければならない。 
 
（危機管理） 
第 44条 区長等は、区民の生命、身体若しくは財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれが
ある緊急の事態等に的確に対応するための体制を整備し、区民生活の安全性の確保に努めな

ければならない。 
２ 区長等は、大規模災害等を想定した危機管理体制を整備し、大規模災害等の発生時には、

区民、関係機関、広域的な相互協力機関等と連携し、区民生活の支援に努めなければならな

い。 
３ 区民は、大規模災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに、近隣同士で助け合える

ように日常的な交流を通じて相互の信頼関係を築くことに努めるものとする。 
 
第２節 他機関等との連携 

 
（国及び都との関係） 
第 45条 区は、区民に最も身近な自治体として、国及び東京都との役割分担の明確化及び財源
配分の適正化を図り、対等な政府間関係の確立を目指すものとする。 

 
（他の自治体等との連携） 
第 46条 区は、他の自治体、国及び関係機関と連携し、地方自治を確立するための法制度の構
築に取り組み、自治の拡充を図るものとする。 
２ 区は、他の自治体、国及び関係機関と連携し、共通する行政課題の解決に取り組むことに

努めるものとする。 
 
（国際的な連携） 
第 47条 区は、在住外国人、国際交流又は国際貢献を目的とする活動団体、他国の自治体等と
連携し、平和、人権、社会、経済、文化、教育、環境等の諸課題について、地域からの視点

と全地球的な視野で解決に取り組むものとする。 
 
附 則 

 この条例は、平成 18年 4月 1日から施行する。 
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前文 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【基本的な考え方】 
豊島区がめざす自治のあり方、自治の基本理念を明らかにし、豊島区の自治の最高規範と

してこの条例を制定することを前文で宣言します。 
通常の法令等にはこのような前文が置かれることはあまりありませんが、日本国憲法をは

じめ、各分野の基本法などには、制定の趣旨を宣言的に明示するために前文が置かれていま

す。また、豊島区で既に制定されている条例で前文が置かれているものとしては、「豊島区男

女共同参画推進条例」があります。 
前文は、必ずしも具体的な規定を定めるものではありませんが、条例の一部を構成し、か

つ本則の各条項について、その解釈の指針を示すものと言えます。また、この条例は、豊島

区における自治の最高規範として位置づけられるものであり、他の条例の立法や政策形成の

指針として、区政運営全体を規律するものとなります。そのような条例の性格・意義に照ら

し、ここに前文を置きます。 
なお、前文以降の本則は通常の法令文の用法に則り「である」調で表記することとしまし

たが、前文については、多くの区民がこの条例の理念を共有できるよう、「です・ます」調で

表記し、分かりやすく平明な表現に努めています。 

私たちの豊島区は、副都心池袋を中心とするにぎわいのあるまち、歴史や個性ある商店

街とそれを取り巻く住宅街、大学などの教育文化施設が混在し、これまで様々な表情を持

つ都市として、多様な人々や文化を受け容れながら発展してきました。 
私たちを取り巻く社会が変化する中で、自治のあり方も変わりつつあります。文化、環

境、福祉、教育、防犯・防災など、様々なまちづくりの課題に自主的に取り組む活動が広

がり、地域の中で多様な区民が新たな役割を担い始めています。 
今、この豊島区で共に暮らし、働き、学ぶ私たち区民は、自らが自治の主体であること

を改めて確認します。 
身近な地域の課題について、まずその地域に住む人々が主体的に取り組むことを起点と

し、さらに地域社会に関わる多様な人々に協働の環を広げ、一人ひとりの個性と権利を尊

重しながら、連携していく過程を大切にします。 
また、私たちは、区議会及び区長に区政を信託するとともに、自らも積極的に区政に参

加・協働することを通じ、真に区民の意思に基づく自治の実現を図ります。 
そして私たちは、地域からの視点とともに、より広い視野で社会をみつめ、まちを訪れ

る人々とともに、豊島区をさらに豊かなものとして、未来に引き継いでいくことをめざし

ます。 
ここに私たち区民は、日本国憲法が掲げる地方自治の本旨を踏まえ、区議会及び区長と

自治の基本理念を共有し、豊島区の自治の最高規範としてこの条例を制定します。 
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【解説】 
 
前文は以下の 4 つの内容から構成されます。また、前文の主語を「私たち区民」とし、区
民が自治の主体であることを明確にします。 

 
 
 
  
豊島区にふさわしい自治のあり方を考えるにあたって、区の成り立ちや特性を第一に踏

まえます。豊島区の都市としての発展過程を明らかにし、街の表情の「多様性」とそこに

集い文化を育む人々の「多様性」を豊島区の大きな特徴として捉えます。 
 
 

 
 
 次に、今何故この条例を制定するのか、その背景にある地域社会を取り巻く環境の変化

（地方分権、少子高齢化・人口減少社会への移行等）と自治のあり方の変化（国と地方、

官と民の役割分担の見直し）を確認し、様々な地域活動の広がりを背景に、まちづくりを

担う区民の役割が変化してきている状況を明らかにします。 
 
 
 
 
 以上の豊島区の特性と条例制定の背景を踏まえ、めざすべき自治のあり方について、以

下の４つの視点から述べます。 

① 自治の主体確認 

豊島区で共に住み・働き・学ぶ多様な区民が自治の主体であること  

② まちづくりの基本理念 

身近な地域における住民自治を起点とし、地域に関わる多様な区民による協働を広

げていくこと  

③ 区民自治の実現 

区議会・区長に区政を信託するとともに区民自らも区政に参加・協働すること  

④ 地域社会の将来展望 

まちを訪れる人々との共生、豊かな地域社会を継承していくこと 
 
 
 
 
 
   前文の締めくくりとして、区民・区議会・区長による基本理念の共有を謳い、この条例

を豊島区の自治の最高規範として制定することを宣言します。 
 

１．豊島区の成り立ちと特性（１～３行目） 

２．条例制定の背景（４～６行目） 

３．めざすべき自治のあり方（７～１６行目） 

４．条例制定の宣言（最終２行） 
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第１章 総則 
 
この章では、この条例全体に通じる基本事項・共通事項を規定します。 
 
 

 
【解説】 

 
前文に続く第１条として、この条例で定める主な内容と条例全体の大きな骨組みを示し、

この条例の立法目的を簡潔に述べます。 
この条例で定める主な内容は、以下の図の①～③を大きな柱としています。そして、これ

を定めることにより、「自治の実現」を図ることを条例制定の目的とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
こうした目的規定は本則の冒頭に置かれ、前文とともに条例全体の解釈指針として位置づ

けられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（目的）             

第１条 この条例は、豊島区の自
①

治の基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、 

区
②

民、区議会及び区長についてのそれぞれの役割並びに区
③

政運営に関する基本的な事項

を定めることにより、自治の実現を図ることを目的とする。 

①自治の基本理念・基本原則  

②区民、区議会及び区長の役割 

③区政運営に関する基本的な事項 

自治の実現 
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【基本的な考え方】 

 
この条例の中で用いられる用語について、その意義を明確にし、解釈に疑義が生じないよ

う定義します。 
定義規定の対象としては、この条例に関わる各主体やこの条例の中のキーワード等が考え

られますが、ここでは、豊島区の自治を構成する「区民」「区議会」「区長」に関係する用語

に絞ってその意義を明らかにします。その他、「協働」（第 4条）、「コミュニティ」（第 10条）
などのキーワードについては、個々に関連する条文の中で定義します。 
自治の主体となる「区民」についてどのように定義するかは、検討過程においても最も議

論となったところです。これまでの議論を踏まえ、この条例では、「住民」「区民」及び「事

業者等」について、以下のように整理しています。 
 

・住民 
区内に生活の本拠がある個人 
＝自治の第一義的な担い手 

 
・区民 
住民＋区内で働く人・学ぶ人 
＝多様な人々で構成される都市  
の特性を踏まえた幅広い定義 

 
・事業者等 
区内で事業活動及び公益的な  
活動を行う団体 
＝地域社会を構成する多様な 
主体の一員として位置づけ 

 
＊「住民」・「区民」は「自然人」に限定し、自治に関わる権利・責務の主体性を明確にし

ます。 
 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
（１）住民 豊島区の区域内（以下「区内」という。）に住む人をいう。 
（２）区民 前号に掲げるもの又は区内で働く人若しくは学ぶ人をいう。 
（３）事業者等 区内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。 
（４）区長等 区長、教育委員会、選挙管理委員会及び監査委員をいう。 
（５）区 区議会及び区長等をいう。  

学ぶ人 
 区内の学校等 
 に在学する個人 

「区民」（自然人） 
 

「事業者等」（団体・法人）

 住む人＝「住民」 
 生活の本拠がある個人 

公益的な活動団体
（地域活動団体・
NPO 等） 

働く人 
区内事業所等に 

勤務する個人 

事業活動を行う団体 
（企業・教育機関等）

 

地域社会の多様な主体 
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【解説】 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
豊島区がめざす自治の基本理念として、第１項でまちづくりの基本理念を、第２項で区

政運営の基本理念をそれぞれ定めます。 
地域における区民の主体的な地域活動こそが自治の土台となるものです。中でも、身近

な地域の課題について、まずそこに住む人が取り組むことが自治の起点となります。さら

に、豊島区という都市の特性を踏まえ、住む人だけではなく地域に関わる様々な人々や事

業者等に協働の環を広げていくことを第 1の基本理念とします。 
さらに、区民の信託を受けた区議会及び区長等が、区民や事業者等、或いは他の自治体

や国・東京都等の関係機関と連携し、分権時代に対応した自主的・自立的な区政運営の確

立を図ることを第 2の基本理念とします。ここで言う「自らの判断と責任」は、「自己決定・
自己責任の原則」として言われるものです。 
また、第 1 の基本理念は日本国憲法が掲げる「地方自治の本旨」の「住民自治」の原則
に対応し、第 2の理念は同じく「団体自治」の原則に対応しています。両者の関係は、「住
民自治」が基本であり、「団体自治」はこれを実現するための手段として位置づけられます。 

 
 
 
 
 
 
 

（基本理念） 
第３条 区民及び区は、次に掲げることを自治の基本理念とする。 
（１）身近な地域の課題について、住民自らが主体的に取り組むことを自治の起点とし、

多様な区民及び事業者等が協働してまちづくりを行うこと。  
（２）区は、区民、事業者等及び関係機関と連携し、自らの判断と責任の下に、自主的

かつ自立した区政運営の確立を図ること。 

（２） 自主的・自立的な区政運営の確立 

（１） 住民自治を起点とする協働のまちづくり 

自治の基本理念 
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【解説】 

 
第 3条の基本理念を実現するための行動指針として 4つの基本原則を定めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（基本原則） 
第４条 区民及び区は、前条の基本理念を実現するため、次に掲げる原則を自治の基本原

則とし、それぞれ次に定めることを内容とするものとする。 
（１）情報共有の原則 区民及び区が、相互に情報を提供し、共有すること。 
（２）参加の原則 区民の参加は、責任ある主体的な意思に基づくものであること。 
（３）協働の原則 地域社会に関わる多様な主体が、それぞれの役割分担及び対等な協

力関係に基づき、共通の目的を実現するために連携し、ともに活動すること。 
（４）多様性尊重の原則 年齢、性別、国籍、心身の状況、社会的・経済的状況等の違

いに配慮するとともに、多様な区民の個性を尊重すること。 
 

基本理念の実現 

（１）情報共有の原則 情報の共有は参加の前提となるものです。また、ここで言う情報

とは、区政に関する情報に限らず、区民もまた情報の提供主体であ

るという視点も含め、豊島区の自治を確立していくために必要なす

べての情報を区民と区の共有財産として位置づけます。 

（２）参加の原則 

（３）協働の原則 

（４）多様性尊重の原則

参加は強制されるものではなく、一人ひとりの区民の自発的な意

思が尊重されるべきものであるとともに、それぞれが自らの意思に

責任を持つことを原則とします。 

地域の様々な課題を解決していくために、地域社会に関わる多様

な主体が協働していくにあたって、それぞれの役割分担と対等な協

力関係を基本とし、目的を共有して連携・活動していくことを原則

とします。 

多様な人々で構成される都市の特性を踏まえ、一人ひとりの人権

の尊重を基本とし、さらに多様な区民がそれぞれの個性や立場の違

いを認め合い、交流し、連携していくことで、都市の多様性を活か

したまちづくりを行っていくことを豊島区独自の原則として掲げま

す。 
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第３章 コミュニティ 
 
  この章では、区民の主体的な活動の基盤となるコミュニティについて、その意義と原則等

を規定します。 
 
【基本的な考え方】 

 
この条例は、第 3条で「住民自治を起点とした協働のまちづくり」を自治の第 1の基本
理念として掲げ、また、第 7 条で「地域のまちづくりを主体的に行う権利」を区民の権利
の第 1 に規定しており、地域における区民の主体的な取り組みを自治の土台として位置づ
けています。 
そのような意味からも、区民の地域活動を醸成する「コミュニティ」は、この条例の最

も重要なキーワードの一つと言えます。そこで、コミュニティについて一章を設け、その

意義とコミュニティを基盤として区民がまちづくりを主体的に担うものであることを明ら

かにするとともに、区が果たすべき役割を規定します。 
 

 
【解説】 
コミュニティを「地域における多様な人と人とのつながり」と定義し、コミュニティを基

盤（1階部分）として地域活動やそれを担うための組織・集団（2階部分）が形成されるとい
う新たな定義を提起します。 
これまで制定された他自治体の条例を見ると、その多くはコミュニティを地域社会におけ

る「組織」「集団」と定義していますが（次ページ参照）、この条例では、特定の活動や組織・

集団以前の人と人との緩やかなつながりをコミュニティとして捉え、活動や組織・集団は、

コミュニティという土壌の中から、相互の信頼関係や共通の認識、目的等を媒体として形成

されるものとして、コミュニティそのものとは分けて定義します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（コミュニティの意義） 
第 10条 コミュニティとは、地域における多様な人と人とのつながりをいう。 
２ 地域における活動及びそれを担う組織・集団はコミュニティを基盤として形成される。

 

コミュニティ＝地域における多様な人と人とのつながり 

コミュニティを基盤として形成される活動・組織・集団 
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【解説】 

 
コミュニティを基盤とする活動の原則として、以下の 3つを定めます。 
 
 
     

 
 
第 4条第 2号の「参加の原則」に基づき、コミュニティを基盤とする活動への参加
は、区民の自発的な意思に基づくこと、また、同第 3号「協働の原則」、第 4号「多様
性尊重の原則」に基づき、相互の立場を尊重し合いながら連携していくことを原則と

します。 
 

 
 
 

 
コミュニティを基盤とする多様な活動の目的は、それぞれの活動ごとに個別に定め

られるものですが、ここでは全ての活動に共通する目的として、地域活動への参加を

通じて区民自身の自己実現の場が広がり、また、多様な区民活動が展開されることに

より地域社会が生き生きとしたものとなることにより、区民一人ひとりの生活を豊か

にしていくことを原則とします。 
 

 
 
 

少子高齢化が著しい豊島区の現状を踏まえ、それをマイナスと捉えるのではなく、

豊かな「加齢文化」を活用していくことをめざし、世代を越えた交流と学び合いを大

切にしていくことを豊島区独自の原則として位置づけます。 

（コミュニティを基盤とする活動の原則） 
第 11条 コミュニティを基盤とする活動の原則は、次に掲げることを内容とする。 
（１） 区民の自発的な意思に基づく参加及び区民相互の立場を尊重した連携を基本とす

ること。 
（２） 区民一人ひとりの生活を豊かにすることを目的とすること。 
（３） 子どもからおとなまで、世代を越えた交流及び学び合いを大切にすること。 

（１）主体的な参加、相互の尊重・連携 

（２）区民一人ひとりの生活を豊かにすること 

（３）世代を越えた交流・学び合い 
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【解説】 

 
第 10条で「地域における多様な人と人とのつながり」をコミュニティと定義したことによ
り、区はコミュニティそのものには関与できないことを明確にし、その上で、コミュニティ

を基盤とする活動・組織に対する行政の役割を規定します。 
コミュニティを基盤とする活動・組織をどのように形成していくかは、区民の主体性に委

ねられるべきものです。そこでまず、区民の主体性の尊重を第 1項に明記します。 
また、下の図で示すように、行政の基本的な役割は、コミュニティを基盤として形成され

る活動や組織に対して側面から支援することになります。この場合の「支援」とは、活動場

所や情報等の提供のほか、必要に応じて活動資金等の援助を行うことを意味します。また、

地域の中では様々な活動が展開されていますが、そうした活動や組織が連携していくために

は出会うきっかけが必要であり、相互を結びつけるコーディネート機能が求められます。そ

こで、活動間の情報の共有化やネットワーク化のために必要な施策の推進を第 2 項に規定し
ます。 
なお、第 1 項の主語は「区」として区議会と区長等の双方に係るものとし、第 2 項の主語
は「区長等」として支援・施策の推進を「区長等」（行政）の役割として規定します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（区の役割） 
第 12 条 区は、コミュニティを基盤として活動する区民の主体性を尊重しなければなら
ない。 
２ 区長等は、コミュニティを基盤とする活動に対して必要な支援を行うとともに、この条例

の理念にのっとり、多様な活動が連携していくための施策を推進しなければならない。 

コミュニティ＝地域における 
多様な人と人とのつながり 

コミュニティを基盤として形成される 
    活動や組織・集団 

行政の役割 
    活動や組織・集団への支援 

コミュニティそのものには 
行政は関与できない 
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第３節 協働 
 
  この節では、第 4条第 3号の「協働の原則」に基づき、協働のまちづくりを行っていく上
で、区長等が果たす役割を規定します。 
ここでは、以下の通り、3つの観点から協働を捉えています。 
（１） 地域社会を構成する多様な主体による「協働の推進」（第 25条）⇒広義の協働 
（２） 区長等（行政）と多様な主体間との「協働事業」（第 26条）⇒狭義の協働 
（３） 協働社会の土台となる住民自治の仕組みとしての「地域における協議会」（第 27条） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
【解説】 

 
地域社会にかかわる多様な主体とは、区民、地域活動団体、NPO、大学等の教育機関、事
業者・企業、そして区（区議会と区長等）も含め、豊島区の地域社会を構成するあらゆる主

体を言います。 
少子高齢・人口減社会に移行する中で、将来にわたって持続可能な地域社会を築いていく

ためには、そうした多様な主体がそれぞれの能力や個性を活かしながら協働し、公共の課題

をともに担い合っていく仕組みの構築が求められています。そのような「新たな公共」の構

築に向け、必要な支援や総合的な施策を整備していくことを区長等の責務として規定します。 
 

（協働の推進） 
第 25 条 区長等は、地域社会にかかわる多様な主体が協働の意義及び目的を共有し、共
に活動できるよう支援するとともに、協働を推進するための総合的な施策を整備しなけ

ればならない。 
 

住 民 
在勤・在学者 

ボランティア
グループ 地域活動団体 

ＮＰＯ 

事業者 
企業 

大学等 
教育機関 

区 
地域における協議会 

地域社会の 
多様な主体による 
協働の推進 

協働事業 
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き、公共施設再構築の必要性を提起しました。 
これを受け、区有施設の再構築と廃止施設等の跡地活用の検討を開始し、平成 15 年 11
月に「公共施設の再構築・区有財産の活用」行革推進本部案をまとめ、児童館・ことぶき

の家・区民集会室等の既存コミュニティ施設の「地域区民ひろば」への再編と休廃止する

施設・跡地等の活用方針を打ち出しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 

 
安心・安全に地域社会で暮らすことは、すべての区民の共通の願いです。しかし、首都圏

直下型地震が予測される中で、万一震災等が発生した場合に、多くの帰宅難民者を抱える豊

島区のような都市においては、災害時の救援体制等の面で、都市特有の困難な課題を抱えて

います。また、近年では、テロや組織的な犯罪等も含め、都市犯罪が多様化・複雑化する中で、

治安対策が都市の重要課題となっています。 
こうしたことから、危機管理を行政運営の基本原則の一つとしてこの条例で位置づけ、区長等

の責務として、第 1項で治安対策も含めた総合的な危機管理体制の整備を、また、第 2項で特に
震災等の大規模災害に対応するための体制整備・連携を規定します。 
豊島区では、平成 15年 11月に危機管理担当課長、翌年 3月には治安対策担当課長を新設
するとともに、組織再編を行い、防災・危機管理・治安対策の各セクションの連携強化を図

っています。また、震災等の大規模災害を想定した地域防災体制の整備とともに、区内の公

的機関や大学、民間事業者等との相互協力体制や、遠隔地の自治体と相互応援協定を結ぶな

ど、多面的な取り組みを展開しています。 
しかしながら、いざ災害が起こった場合に何よりも大切なのは、身近な地域の中で区民相

互が助け合うことです。阪神淡路大震災や新潟県中越大震災においても、地域住民相互の自

助・互助力が、災害時だけではなく、震災後の復旧面でも大きな役割を果たすことが改めて

認識されました。 
そのような観点から、区民自ら災害に備えるとともに、近隣同士で助け合えるよう、日頃

から相互の信頼関係を築いていけるよう努めることを区民の責務として第 3 項に規定します。 
 

（危機管理） 
第 44 条 区長等は、区民の生命、身体若しくは財産に重大な被害が生じ、又は生じるお
それがある緊急の事態等に的確に対応するための体制を整備し、区民生活の安全性の確

保に努めなければならない。 
２ 区長等は、大規模災害等を想定した危機管理体制を整備し、大規模災害等の発生時に

は、区民、関係機関、広域的な相互協力機関等と連携し、区民生活の支援に努めなけれ

ばならない。 
３ 区民は、大規模災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに、近隣同士で助け合

えるように日常的な交流を通じて相互の信頼関係を築くことに努めるものとする。 
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